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通算 909 号 2021 年 10 月 27 日発行 

 

ボーナス引下げについて合意に至らず 

～ 法人側 コロナ・学生対策にも使わず ～ 

10月21日に労使交渉を行いました。組合からは榊執行委員長、高橋副執行委員長、樋口事

務局長、青木中央執行委員、法人からは髙口総務担当理事、古橋総務部長、小林人事課長ほ

か3人の担当者が出席しました。10月7日に行った事前交渉の本交渉です。 

 

〇法人提案の人事院勧告に基づくボーナスの引下げについて 

 法人側から人事院勧告（参考資料 給与勧告の骨子）に準拠し、ボーナス0.15月分の引下

げを行いたいとの説明がありました。事前交渉での組合側の質問に対しては、以下のような

回答がありました。 

１） 昨年度のボーナス0.05月分の減額に伴う約4,400万円は、コロナ対策の約1億170万円の

一部として充当（約4,400万円のみの使途としては、明確にできない） 

２） 今回の引下げで法人側に残る予算の総額約1.4億円の使途は、事前交渉で組合側の学生

支援などに使用すべきとの提案を執行部に伝えたが、当初の予定どおり①教育用設備の

更新（約1億円）、②老朽化した施設・設備の長寿命化対策（約2億円）の一部に充当す

る予定で検討を進めており、これらも学生や教職員の安心安全の向上、大学の知名度ア

ップなどに貢献するものと認識している。 

３） 経済的に困窮する学生への支援は、「知の森基金」を活用し、昨年度は千余名の学生に

約3,200万円、今年度も11月に500名に各3万円、1,500万円規模で支援を行うことを予定

している。 

 

これに対し組合側は、ボーナス引下げの撤回を要求しました。また、人事院勧告に基づく

ボーナスの引下げを行うのなら、コロナ禍で困窮した学生支援や教職員の福利厚生の改善な

どに使用するように再度提案し、①、②の使途は、定常的な予算で対応すべきとしました。

法人側は、これまでも人事院勧告で給与引上げの場合にも準拠してきており、今後もその方

針は変えないとの主張でした。また、①については、各学部に学生数により案分するが、学

生支援や教職員の福利厚生の改善にも使用できるようにしていただきたいとの要望を伝えま

した。 

 しかし、双方の主張が折り合わず、合意に至りませんでした。これにより、12月の期末手

当が現行の1.275月分から1.125月分へ引下げとなります。一人当たり平均して職員4.8万

円、教員7.3万円の減額となります。組合としては今後も、給与と職場環境などの改善を要

求していきたいと考えています。 

 

なお、団体交渉後、法人側から非常勤職員（フルタイム）に、2022年4月から扶養親族手

当を支給するとの情報提供がありました。 
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